
本年度 前年度 金   額 増減率

１ 国民健康保険税 2,214,103 2,302,101 △ 87,998 △ 3.82 〔29年度保険税調定見込〕

１ 国民健康保険税 2,214,103 2,302,101 △ 87,998 △ 3.82

１一般被保険者国民健康保険税 2,182,039 2,230,857 △ 48,818 △ 2.19 3,080,742,538 円

１ 医療給付費分現年課税分 1,444,811 1,463,841 △ 19,030 △ 1.30 1,605,702,800 円

２ 後期高齢者支援金分現年課税分 413,833 420,565 △ 6,732 △ 1.60 465,034,200 円

３ 介護納付金分現年課税分 123,412 123,454 △ 42 △ 0.03 144,342,500 円

４ 医療給付費分滞納繰越分 140,211 157,576 △ 17,365 △ 11.02 602,541,328 円

５ 後期高齢者支援金分滞納繰越分 43,189 47,367 △ 4,178 △ 8.82 185,519,773 円

６ 介護納付金分滞納繰越分 16,583 18,054 △ 1,471 △ 8.15 77,601,937 円

２ 退職被保険者等国民健康保険税 32,064 71,244 △ 39,180 △ 54.99 35,782,743 円

１ 医療給付費分現年課税分 20,051 45,368 △ 25,317 △ 55.80 20,431,100 円

２ 後期高齢者支援金分現年課税分 5,502 12,638 △ 7,136 △ 56.46 5,625,000 円

３ 介護納付金分現年課税分 3,926 8,801 △ 4,875 △ 55.39 4,022,900 円

４ 医療給付費分滞納繰越分 1,685 2,969 △ 1,284 △ 43.25 3,738,719 円

５ 後期高齢者支援金分滞納繰越分 502 841 △ 339 △ 40.31 1,041,363 円

６ 介護納付金分滞納繰越分 398 627 △ 229 △ 36.52 923,661 円

3,116,525,281 円

２ 国庫支出金 2,589,832 2,139,603 450,229 21.04 ○療養給付費負担金①＋②＋③＋④ 2,025,782 千円

１ 国庫負担金 2,129,427 1,870,976 258,451 13.81 ①療養給付費分 1,387,687 千円

１ 療養給付費等負担金 2,025,783 1,791,830 233,953 13.06

１ 現年度分 2,025,782 1,791,829 233,953 13.06

２ 過年度分 1 1 0 0.00 ②老人保健拠出金分 ０円×32％＝０円 ≒0千円

２ 高額医療費共同事業負担金 89,571 64,793 24,778 38.24 ③後期高齢者支援金 (後期高齢者支援金1,450,212,321円－退職に係る後期高齢者支援金15,649,856円)×32% ≒459,059千円

１ 高額医療費共同事業負担金 89,571 64,793 24,778 38.24 ④ 介護納付金分 介護納付金559,487,535円×32％ ≒179,036千円

※一般被保険者に係る医療費に対して32％交付される   

３　特定健康診査等負担金 14,073 14,353 △ 280 △ 1.95 ○高額医療費共同事業負担金

１ 特定健康診査等負担金 14,073 14,353 △ 280 △ 1.95 高額医療費共同事業拠出金の25％（県費補助と同額）      358,284,126円×25%＝89,571,031円(千円未満切り捨て)

２ 国庫補助金 460,405 268,627 191,778 71.39 ○特定健康診査等負担金40,718,790円×1/3＝13,572,930円

１ 財政調整交付金 457,025 268,627 188,398 70.13

１ 財政調整交付金(特別) 13,886 4,796 9,090 189.53 ○財政調整交付金(特別) 普及啓発事業や年金天引き選択制等に関する費用について配分される。

１ 財政調整交付金(普通) 443,139 263,831 179,308 67.96 ○財政調整交付金(普通)　　財政負担能力を考慮して配分される。（一般被保険者分）

２ 国民健康保険制度関係業務準備事業費補助金 3,380 0 3,380 皆増

１国民健康保険制度関係業務準備事業費補助金 3,380 0 3,380 皆増 ○国保広域化に伴うシステム改修費用等に対する国庫補助（10/10）

３ 療養給付費交付金 99,175 167,488 △ 68,313 △ 40.79

1 療養給付費交付金 99,175 167,488 △ 68,313 △ 40.79 ○療養給付費交付金は、退職被保険者等に係る医療費について、社会保険診療報酬支払基金から交付される。

1 療養給付費交付金 99,175 167,488 △ 68,313 △ 40.79 99,175千円

１療養給付費交付金 99,175 167,488 △ 68,313 △ 40.79

（療養給付費＋療養費＋高額療養費＝7,423,652,704円－保険基盤安定繰入金×1/2＝156,460,802円＋前期高齢者納付金
＝5,199,922円－前期高齢者交付金2,908,802,136円－退職調整対象基準額＝27,065,919円)×32％≒1,387,687,000円

(一般現年+退職現年)

【歳　入】

平成29年度 富士見市国民健康保険特別会計（事業勘定）予算書(案)

    （単位：千円）

予　算　額  前 年 比 較
説　　明　　及　　び　　算　　出　　基　　礎

医療給付費分滞納繰越分

介護納付金分現年課税分

款　 項 目 節

特定健診等の費用を国・県・市で1/3ずつ負担する                                   ◎ 保健指導分1,501,350円×1/3＝500,450円

（保険給付費分＋退職被保険者に係る老人保健拠出金＋前期高齢者の財政調整制度の調整対象基準額-保険税)

一般被保険者国民健康保険税

医療給付費分現年課税分

後期高齢者支援金分現年課税分

後期高齢者支援金分滞納繰越分

介護納付金分滞納繰越分

医療給付費分滞納繰越分

後期高齢者支援金分滞納繰越分

合計

予定収納率調定額

89.61%

70.83%

後期高齢者支援金分現年課税分

医療給付費分現年課税分

89.28%

(一般現年+退職現年)

H28現年予定収納率

介護納付金分現年課税分

退職被保険者等国民健康保険税

介護納付金分滞納繰越分

89.48%

23.10%

98.01%

45.32%

71.04%

H29現年予定収納率

89.59%



本年度 前年度 金   額 増減率

予　算　額  前 年 比 較
説　　明　　及　　び　　算　　出　　基　　礎款　 項 目 節

４ 前期高齢者交付金 2,908,802 2,969,973 △ 61,171 △ 2.06

１ 前期高齢者交付金 2,908,802 2,969,973 △ 61,171 △ 2.06 ○前期高齢者交付金

１ 前期高齢者交付金 2,908,802 2,969,973 △ 61,171 △ 2.06

１ 現年度分 2,908,802 2,969,973 △ 61,171 △ 2.06   H29年概算交付からH27年度の精算確定額の＋－を差し引きし交付される。

５ 県支出金 654,782 524,965 129,817 24.73

１ 県負担金 103,644 79,146 24,498 30.95

１ 高額医療費共同事業負担金 89,571 64,793 24,778 38.24 ○高額医療費共同事業負担金

１高額医療費共同事業負担金 89,571 64,793 24,778 38.24 高額医療費共同事業拠出金の25％（県費補助と同額）      358,284,126円×25%＝89,571,031円(千円未満切り捨て)

２　特定健康診査等負担金 14,073 14,353 △ 280 △ 1.95 ○特定健康診査等負担金40,718,790円×1/3＝13,572,930円

１ 特定健康診査等負担金 14,073 14,353 △ 280 △ 1.95

２ 県補助金 551,138 445,819 105,319 23.62

551,138 445,819 105,319 23.62

１ 都道府県特別調整交付金 35,238 78,941 △ 43,703 △ 55.36 ○特別調整交付金

２ 都道府県普通調整交付金 515,900 366,878 149,022 40.62 ○普通調整交付金 平成28年度の療養給付負担金見込額で6%相当分を計上

６ 共同事業交付金 3,122,052 2,899,306 222,746 7.68 ◎

1 共同事業交付金 3,122,052 2,899,306 222,746 7.68

1 高額医療費共同事業交付金 394,449 317,615 76,834 24.19 ○高額医療費共同事業（一般被保険者の医療費80万円を超える部分の59/100）連合会から交付される

1 高額医療費共同事業交付金 394,449 317,615 76,834 24.19 ○

2　保険財政共同安定化事業交付金 2,727,603 2,581,691 145,912 5.65

2 保険財政共同安定化事業交付金 2,727,603 2,581,691 145,912 5.65

７ 財産収入 11 21 △ 10 △ 47.62

１ 財産運用収入 11 21 △ 10 △ 47.62

１ 利子及び配当金 11 21 △ 10 △ 47.62 ○保険給付費支払基金利子

１ 利子及び配当金 11 21 △ 10 △ 47.62

８ 繰入金 1,405,096 1,298,280 106,816 8.23 ○保険基盤安定制度に伴う国・県・市負担金を繰入 軽減分 171,310 千円

１ 他会計繰入金 　 1,405,094 1,298,278 106,816 8.23 （保険税の7割、5割、2割軽減に伴うもの） 保険者支援分 141,612 千円

１一般会計繰入金 1,405,094 1,298,278 106,816 8.23 312,922 千円

１ 保険基盤安定繰入金 312,922 314,791 △ 1,869 △ 0.59 ○一般会計繰入金 医療費不足分 924,791 千円

２ 一般会計繰入金 957,016 855,087 101,929 11.92 地方単独事業(福祉医療）実施に伴う国庫補助減額分 32,225 千円

３ 出産育児一時金繰入金 32,480 36,400 △ 3,920 △ 10.77 ○出産育児一時金相当分 32,480 千円

４ 事務費繰入金 83,051 71,005 12,046 16.97 ○事務費相当分(保険年金課・収税課・増進センター) 83,051 千円

５ 財政安定化支援事業繰入金 19,625 20,995 △ 1,370 △ 6.53 ○財政安定化支援事業繰入金 19,625 千円

２　基金繰入金 　 2 2 0 0.00

１ 保険給付費支払基金繰入金 1 1 0 0.00

１ 保険給付費支払基金繰入金 1 1 0 0.00 ○科目計上

２　高額医療費貸付基金繰入金 1 1 0 0.00

１ 高額医療費貸付基金繰入金 1 1 0 0.00 ○科目計上

９　繰越金 50,000 50,000 0 0.00

１　繰越金 50,000 50,000 0 0.00

１　繰越金 50,000 50,000 0 0.00

１　繰越金 50,000 50,000 0 0.00 ○前年度からの繰越金　

１ 都道府県財政調整交付金

10,418,420円(平成29年3月末の残高見込)×0.1%≒10,418円

特定健診等の費用を国・県・市で1/3ずつ負担する                                   ◎ 保健指導分1,501,350円×1/3＝500,450円

420,000円 × 116件 × 2/3 =

 前期高齢者（65～74歳の被保険者）にかかる医療費の見込等に応じて交付される。

保険財政共同安定化事業（一般被保険者の医療費の１円以上80万円までの部分の59/100×調整率0.82）

高額な医療費の発生が国保財政に与える影響を緩和するため、県内市町村が拠出金を出し合い、国が定めた算出式により
国保連合会より交付される。

医療費通知や徴収対策、適用適正化等の事業費用について支給される。



本年度 前年度 金   額 増減率

予　算　額  前 年 比 較
説　　明　　及　　び　　算　　出　　基　　礎款　 項 目 節

１０ 諸収入 25,436 25,900 △ 464 △ 1.79

１ 延滞金加算金及び過料 12,468 10,104 2,364 23.40

１ 一般被保険者延滞金 12,468 10,091 2,377 23.56

１ 一般被保険者延滞金 12,468 10,091 2,377 23.56 ○一般被保険者に係る保険税延滞金

２ 退職被保険者等延滞金 0 10 △ 10 △ 100.00

１ 退職被保険者等延滞金 0 10 △ 10 △ 100.00

３ 一般被保険者加算金 0 1 △ 1 △ 100.00

１ 一般被保険者加算金 0 1 △ 1 △ 100.00 ○科目計上廃止

４ 退職被保険者等加算金 0 1 △ 1 △ 100.00

１ 退職被保険者等加算金 0 1 △ 1 △ 100.00 ○科目計上廃止

５ 過料 0 1 △ 1 △ 100.00

１ 過料 0 1 △ 1 △ 100.00 ○科目計上廃止

２ 雑入 　 12,968 15,796 △ 2,828 △ 17.90

　 １ 雑入 　 2,548 3,420 △ 872 △ 25.50

１ 雑入 0 2 △ 2 △ 100.00

２ 指定公費負担分 2,520 3,364 △ 844 △ 25.09 ○

３ 傷害保険料個人納付金 4 6 △ 2 △ 33.33 ○特定保健指導の際の傷害保険料 20名×　30円×7回＝4,200円

４調理実習参加者負担金 24 48 △ 24 △ 50.00 ○調理実習参加者負担金（増進センター） 24名×500円×2回＝24,000円

２ 返納金 　 2,198 2,057 141 6.85

１ 返納金 2,198 2,057 141 6.85 ○国保資格喪失後の受診に対する返還金

３ 第三者納付金 8,222 10,319 △ 2,097 △ 20.32

１ 第三者納付金 8,222 10,319 △ 2,097 △ 20.32 ○交通事故等第三者行為に伴う納付金

13,069,289 12,377,637 691,652 5.59  合                 計

高齢受給者証交付者の一部の方の窓口負担は、法律上は2割となっているが1割に据え置かれていることにより、残り1割を国が指定公費負担している。


